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１ １８歳まで安心して医療を受けられるように   

（２０分） 

 国内の出生数が昨年、初めて８０万人を割り込むなど、少子化が

深刻な社会問題となっています。  

  こうした中、政府は３月３１日「異次元の少子化対策」の具体策

をまとめた、「たたき台」を発表し、今後３年間を「集中取組期間」

として対策を加速させる方針を示しました。この「たたき台」には、

昨年１１月に公明党が発表した「子育て応援トータルプラン」の主

張が随所に反映され、より実効性のある具体的な子育て支援が期待

されています。 

 また、政府が６月にまとめる今年の「経済財政運営と改革の基本

方針（骨太の方針）」に、東京２３区などで実施している高校生ま

での医療費無償化を全国に拡大するための財政支援、そして、地方

移住者や地方で出産・子育てする人への経済負担の軽減策として、

奨学金の返済減免が要請されているとの報道もあります。 

 現在、子育て支援の一環として、家庭の経済状況に関係なく、必

要な時に子どもが医療を安心して受けられるよう、また、地域・社

会全体で、子育てを応援していくという観点から、各自治体で子ど

も医療費の助成、無償化の動きが広がっています。 

 厚生労働省が発表した調査結果（令和３年４月）によりますと、

１，７４１の全市区町村が０歳から医療費を助成。中学生や高校生

までを助成対象にしている市区町村が通院で９４％、入院で９７％

を占めています。鶴ヶ島市でも１５歳まで医療費無償化の対象とな

っており、物価高の続く中、子育て世帯の負担軽減の大切な一翼を

担っています。 

 一方で、医療費の助成・無償化で問題になる点の１つとして「過

剰受診」がありますが、お子さんに「かかりつけ医」がいることで、

信頼する医師からの適切な診察・指導により、抑制できるのではな

いでしょうか。幼児から小学生までの子を持つ親を対象にした「鶴

ヶ島市 子育て支援に関するアンケート（平成３０年）」の中で、

「お子さんにかかりつけ医がいる」が ９４．６％ に上っており、

「かかりつけ医」に対しての意識は高いと考えられます。 
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 更に、政府も医療費助成の拡充へ本格的に動き出しています。 

医療費の独自助成を行う自治体に対して、国が国民健康保険の国庫

負担を減額する罰則がありましたが、今年３月３１日に政府が罰則

自体を廃止する方針を示しました。それを受け４月５日には、厚生

労働省が高校生までの罰則を廃止すると発表しました。各自治体で

の医療費助成の拡充へ、追い風になると期待されます。 

 そこで、子育て支援の重要な取り組みとして、鶴ヶ島市でも現在

の制度から、もう一歩踏み込んだ、高校卒業までの子どもたちが安

心して医療を受けられるように、１８歳までの医療費の無償化につ

いてお伺い致します。 

（１） 高校生まで入院も通院も所得制限なしで医療費の無償化を 

   実施している自治体の動向について 

  ア 県内の状況について、全国的な状況について 

  イ 国や県の財政支援などの状況と動向について 

（２） 過剰受診の現状と対応について 

ア 鶴ヶ島市での状況と対応について 

イ かかりつけ医との過剰受診対策について 

（３） 現物給付など独自助成への罰則の影響について 

（４） １８歳までの医療費の無償化を 

 

２ 小中学生に食のセーフティーネットを （２０分） 
 育ち盛りの子どもが、物価高や家庭の事情に関係なく、十分な栄

養を取れる環境を整えるため、また、子育て支援の一環として、学

校給食の無償化・保護者負担軽減の取り組みが、各自治体で広がり

を見せています。家庭環境による“栄養格差”をどう改善するかと

いう点でも、そして、子どもたちの「食のセーフティーネット」を

確保するという面からも、学校給食の果たす役割は大きいといえる

のではないでしょうか。 

 文部科学省が昨年７月末に行った調査では、給食費の保護者負担

軽減を「実施している」「実施を予定している」と答えた自治体は

合わせて１，４９１と全体の８３．２％に上っています。自己財源

で実施する自治体もありますが、「実施を予定している」８１２自

治体のうち９６％は地方創生臨時交付金を活用しています。 
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 政府は４月、公立小中学校の給食費を無償にする制度設計に向

け、課題整理に乗り出しました。６月には全国の実態調査が始まる

予定です。無償化に踏み切った自治体の理由や、子どもへの影響な

どについて調査・分析することは、まだ無償化していない自治体に

とって、また鶴ヶ島市にとりましても貴重な資料になると考えられ

ます。 

 子どもたちの大好きな、そして大切な栄養源でもある、美味しい

小中学校の給食の無償化について、以下の点をお伺い致します。 

（１） 無償化への課題について 

ア 地方創生臨時交付金を活用せずに無償化に取り組ん 

でいる自治体の状況について 

    イ 公明党市議団として第３子からの助成について提案 

させていただきましたが、その検討について 

（２） 鶴ヶ島市での給食費無償化を 

 

 

 

 


